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第１編 総論 
 

  第１章                  総則                             

 

１ 計画の目的 

この計画は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１

６年法律第１１２号。以下「国民保護法」という。）第３５条及び第１８２条の規定に基

づき、武力攻撃事態等における避難、救援、武力攻撃災害への対処などの国民の保護の

ための措置（以下「保護措置」という。）等の実施に関する基本的な枠組みを定めること

により、本市域において、その的確かつ迅速な実施を図り、武力攻撃等から市民の生命、

身体及び財産を保護し、市民生活及び市民経済に及ぼす影響が最小となるようにするこ

とを目的とする。 

 

２ 計画の対象 

この計画は、本市域に居住する者はもとより、武力攻撃事態等又は緊急対処事態の発

生の際に、通勤、通学、旅行などで本市域に滞在する者や、市町村域を越えて本市域に

避難してきた者も保護の対象とする。また、それらの者について国籍を問わず保護の対

象とする。（以下、それらの者を「市民」という。） 

 

３ 市の責務 

市は、武力攻撃事態等及び緊急対処事態において、国民保護法その他の法令、国民の

保護に関する基本指針（以下「基本指針」という。）及び大阪府国民保護計画（以下「府

計画」という。）を踏まえ、この計画に基づき、市民の協力を得つつ、関係機関と連携協

力し、自ら保護措置等を的確かつ迅速に実施するとともに、市域において関係機関が実

施する保護措置等を総合的に推進する。 

 

４ 計画に定める事項 

この計画においては、国民保護法第３５条第２項及び第１８２条第２項に基づき、次

の事項について定める。 

ⅰ 市域に係る保護措置の総合的な推進に関する事項 

ⅱ 市が実施する国民保護法第１６条第１項及び第２項に規定する保護措置に関する

事項 
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ⅲ 保護措置を実施するための訓練並びに物資及び資材の備蓄に関する事項 

ⅳ 保護措置を実施するための体制に関する事項 

ⅴ 保護措置の実施に関する他の地方公共団体その他の関係機関との連携に関する事

項 

ⅵ 緊急対処保護措置の実施に関し必要な事項 

ⅶ 前各号に掲げるもののほか、市域に係る保護措置等に関し市長が必要と認める事

項 

 

５ 計画の見直し 

この計画については、今後、国における保護措置等に係る研究成果や新たなシステム

の構築、府計画の見直し、保護措置等についての訓練の検証結果等を踏まえ、不断の見

直しを行う。計画の見直しにあたっては、大阪市国民保護協議会（以下「市協議会」と

いう。）の意見を尊重するとともに、広く関係者の意見を求める。 

 

６ 計画の変更手続 

計画の変更にあたっては、国民保護法第３９条第３項の規定に基づき、市協議会に諮

問するとともに、府知事に協議のうえ計画を変更し、市会に報告し、公表するなど、計

画作成時と同様の手続をとる。 

ただし、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（以下

「国民保護法施行令」という。）で定める軽微な変更については、市協議会への諮問、府

知事への協議は行わない。 

  

７ 実施マニュアル（仮称）の作成等 

本計画に基づく措置を円滑に実施するため、別途具体的な実施手順などを定める「実

施マニュアル（仮称）」を作成する。 

実施マニュアル（仮称）の作成・変更にあたっては、関係機関と十分協議し、その意

見を尊重する。また、計画と同様、不断の見直しを行う。 

なお、計画や実施マニュアル（仮称）の作成にあたっては、「大阪市地域防災計画」や

「大阪市危機管理指針」等に基づく取組みの蓄積をできる限り活用する。 
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  第２章                 基本方針                              

 

市は、以下の事項を基本方針とし、特にこれらの事項に留意して、保護措置等を実施す

る。 

 

１ 基本的人権の尊重 

保護措置等の実施にあたっては、日本国憲法の保障する自由と権利を最大限に尊重す

ることとし、市民の自由と権利に制限が加えられるときであっても、その制限は必要最

小限のものに限り、公正かつ適正な手続の下に行う。 

 

２ 市民の権利利益の迅速な救済 

保護措置等の実施に伴う損失補償、保護措置等に係る不服申立て又は訴訟その他の市

民の権利利益の救済に係る手続を、できる限り迅速に処理するよう努める。 

 

３ 市民に対する情報提供 

武力攻撃事態等及び緊急対処事態においては、市民に対し、保護措置等に関する正確

な情報を、適時に、かつ、適切な方法で提供する。 

 

４ 関係機関相互の情報の共有化及び連携協力の確保 

国、府、近隣市町村並びに指定（地方）公共機関と平素から情報の共有化を図り、相

互の連携体制の整備に努める。 

 

５ 市民の協力 

保護措置等の実施のため必要があると認めるときは、国民保護法の規定により、市民

に対し、必要な援助について協力を要請する。この場合において、市民の協力は、その

自発的な意思にゆだねられるものであって、その要請にあたって強制にわたることがあ

ってはならないことに留意する。 

 

６ 指定（地方）公共機関の自主性の尊重その他の特別な配慮 

指定（地方）公共機関の保護措置等の実施方法については、当該機関が武力攻撃事態

等の状況に即して自主的に判断するものであることに留意する。 

また、日本赤十字社が実施する保護措置等については、その特性にかんがみ、その自
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主性を尊重するとともに、放送事業者である指定（地方）公共機関が実施する保護措置

等については、放送の自律を保障することにより、その言論その他表現の自由に特に配

慮する。 

 

７ 高齢者、障害者、外国人等への配慮及び国際人道法の的確な実施 

保護措置等の実施にあたっては、高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦、外国人その他特

に配慮を要する者の個性や生活状況に応じた、きめ細やかな保護について留意する。 

また、保護措置等を実施するにあたっては、国際的な武力紛争において適用される国

際人道法の的確な実施を確保する。 

 

８ 保護措置等に従事する者等の安全の確保 

保護措置等に従事する者の安全の確保に十分に配慮する。 

また、要請に応じて保護措置等に協力する者に対しては、その内容に応じた安全の確

保に十分に配慮する。 

 

９ 地域防災計画等に基づく取組みの蓄積の活用 

武力攻撃事態等への対応については、自然災害・事故災害への対応と共通する部分が

あることから、保護措置等の実施に際しては、地域防災計画、危機管理指針その他の既

存の計画等に基づく取組みの蓄積を活用する。 

また、自主防災組織等の充実・活性化などに努めるなど地域防災力のより一層の強化

を図る。 
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  第３章          関係機関の事務又は業務の大綱                        

 

保護措置等に関し、市、府、指定地方行政機関及び指定（地方）公共機関は、概ね次に

掲げる業務を処理する。 

 

１ 地方公共団体 

機関の名称 事業又は業務の大綱 

市、府  

 

２ 指定地方行政機関 

機関の名称 事業又は業務の大綱 

近畿管区警察局、大阪防衛施設局、近畿総合通信局、近畿財

務局、大阪税関、近畿厚生局、大阪労働局、近畿農政局、近

畿中国森林管理局、近畿経済産業局、中部近畿産業保安監督

部近畿支部、近畿地方整備局、近畿運輸局、大阪航空局、大

阪管区気象台、大阪海上保安監部 

 

 

３ 指定（地方）公共機関 

機関の名称 事業又は業務の大綱 

災害研究機関、放送事業者、運送事業者、電気通信事業者、

電気事業者、ガス事業者、日本郵政公社、一般信書便事業者、

病院その他の医療機関、道路及び空港の管理者、日本赤十字

社、日本銀行 
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 第４章         市の地理的、社会的特徴                      

 

第１節 地勢 

 

本市は、東経１３５度２３分から１３５度３６分、北緯３４度３５分から３４度４６分

に位置し、わが国のほぼ中央部にあり、面積は２２２．１１km2である。 

 西は大阪湾に面し、南は大和川で堺、松原の両市につづき、北は神崎川を隔てて尼崎、

豊中、吹田、摂津の各市に連なり、東は守口、門真、大東、東大阪、八尾の各市に接し、

いわゆる摂河泉の連山が起伏をめぐらす大阪平野の要地を占め、近畿地方の海陸交通の要

衡をなしている。 

地形は、市の中央部からやや東寄りを南北に縦貫する南北９km、東西２kmにわたる上町

台地とその周辺をめぐる低地からなり、市街は概ね平地である。 

また、本市は、「水の都」の名にふさわしく、大小多数の河川が市内を縦横に貫流してい

るが、その根幹をなす淀川は、本市の東北部で分流して淀川本流、旧淀川（大川、堂島川、

安治川）、土佐堀川、尻無川、木津川等となってそれぞれ大阪湾に注いでいる。 

 

 

 

第２節 気候 

 

本市は、その位置、地勢から気候は概ね温和で、いわゆる瀬戸内性気候に属し、気温は

平年値（１９７１～２０００年）では年平均１６．５℃である。 

降水量は、梅雨期の６、７月に最も多く、ついで台風と秋の長雨を含む９月となってお

り、冬期が最も少ない。 

風向は、冬期には西ないし北西の風がかなり吹くことがあるが、概して北東又は西の風

が多く、風速は年平均３m/s程度である。 
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第３節 人口 

 

１ 常住人口 

平成１７年国勢調査結果（速報）における本市の人口は２６２万８７７６人で、男女

別にみると、男１２８万１６４人、女１３４万８６１２人である。行政区別にみると、

平野区が２０万４９０人と最も多く、次いで、東淀川区が１７万８３５７人、淀川区が

１６万９２１５人、城東区が１６万９２７人、住吉区が１５万８９９８人などとなって

いる。 

また、人口密度は、一平方キロあたり１１,８３５人である。 

平成１２年国勢調査結果による本市人口の年齢構成をみると、１５歳未満の年少人口

は、３２万７８５１人（総人口の１２．６％）、１５歳から６４歳の生産年齢人口は１

８２万２８０３人（同７０．１％）、６５歳以上の老年人口は、４４万４７４０人（同

１７．１％）である。 

 

２ 昼間人口 

平成１２年国勢調査による本市の昼間人口は、３６６万４４１４人である。人口の流

入・流出状況をみると、就業・通学のため市外から本市へ流入する人口は、１３３万３

１３１人（就業者１２３万１２８２人、通学者１０万１８４９人）で、一方、本市から

市外へ流出する人口は、２６万４１１１人であり、その結果、流入超過人口は、１０６

万９０２０人である。 

 

３ 外国人登録人口 

平成１７年３月末現在における本市の外国人登録人口は、１２万２２１６人である。 

国籍別にみると、韓国・朝鮮籍が８万９６２４人（総数の７３．３％）で最も多く、

以下、中国籍が２万６２９人（同１６．９％）、フィリピン籍２５４９人（同２．１％）

ブラジル籍１４８５人（同１．２％）、アメリカ人１２３０人（同１．０％）となってい

る。 

区別に見ると、生野区が３万４０４４人（総数の２７．９％）と最も多く、次いで東

成区が８１８６人（同６．７％）、平野区７７８６人（同６．４％）、西成区７７３７人

（同６．３％）の順となっている。 
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第４節 道路の位置等 

 

１ 主な自動車専用道路 

市内の高速道路は、平成１５年１１月末現在、阪神高速道路１０路線、８４．７km、

近畿自動車道１路線、４．９kmが供用されている。 

阪神高速道路は、大阪市中央部の環状線を中心に、神戸線が府県境を越えて神戸市へ、

湾岸線が同じく神戸市及びりんくうタウン(泉佐野市)まで伸びているほか、大阪空港及

び池田方面、守口、東大阪、松原、堺の各方面へと放射状の路線となっている。 

 

２ 主な一般道路 

本市を中心として、京都府へ一般国道１号、兵庫県へ同２号、４３号及び１７６号、

奈良県へ２５号及び１６３号、和歌山県へ２６号など、放射状に整備されている。 

 

３ 自動車保有台数 

平成１７年３月末現在、市内で８９万９５３９台の自動車が保有されており、その内

訳は、乗用自動車５２万９９７５台、軽自動車１７万６９４６台、貨物自動車１３万７

６０９台、バス２４６７台、小型二輪車２万１３２２台ほかである。 

 

 

 

第５節 鉄道、港湾、空港の位置等 

 

１ 鉄道 

地下鉄・ニュートラムは、市内の公共交通の中心として、現在８路線が営業しており、

１日あたりの平均乗車人員は、約２３２万人（平成１６年度）である。また、ＪＲ・私

鉄は、本市と周辺都市を結ぶ主要な公共輸送機関であり、現在７社２０路線が営業して

おり、市内各路線の乗車人員は、１日平均約３０９万人（平成１６年度）である。 

市内の主要駅の乗車人員は、１２駅（地下鉄：梅田・難波・天王寺・本町・淀屋橋、

ＪＲ：大阪・天王寺・京橋・鶴橋、阪急：梅田、近鉄：難波、南海：難波）で１日の乗

車人員が１０万人を超えている。（地下鉄は平成１０年の調査結果、ＪＲ・私鉄は平成１

６年度の1日平均） 
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２ 港湾  

市内には、本市が管理する特定重要港湾の大阪港がある。 

 

３ 空港 

空港は、市内には所在していない。なお、大阪府には、第１種空港として、大阪国際

空港（豊中市、池田市、兵庫県伊丹市に所在）及び関西国際空港（泉佐野市、泉南市、

田尻町に所在）、第２種空港として、八尾空港（八尾市所在）の３空港がある。 

 

 

 

第６節 主な施設等 

 

１ 地下街・高層建築物 

本市には、地下街が９か所ある。最も延べ面積が広いのは、長堀地下街（クリスタ長

堀）で、８万１８１８㎡あり、次いで大阪駅前ダイアモンド地下街（ディアモール大阪）、

なんばウォーク、ホワイティうめだ、となっている。 

また、高層建築物は、住之江区の大阪ワールドトレードセンタービルディング（２５

２ｍ）、港区のオーク２００（２００ｍ）などがある。 

 

２ 石油コンビナート等 

石油コンビナート等災害防止法の規定に基づいて、石油コンビナート等特別防災区域

として大阪北港地区（此花区）３．６km2が指定（平成１２年１２月）されている。 

また、原子力事業所は、市内には所在していない。なお、大阪府内には、京都大学原

子炉実験所（熊取町）、原子燃料工業株式会社熊取事業所（熊取町）及び近畿大学原子力

研究所（東大阪市）の３か所の原子力事業所が立地している。 

 

３ 自衛隊施設 

自衛隊の施設は、市内には所在していない。なお、大阪府内には、陸上自衛隊中部方

面隊の八尾駐屯地（八尾市）、信太山駐屯地（和泉市）及び豊中分屯地（豊中市）がある。

海上自衛隊及び航空自衛隊の施設等は、府内には所在していない。 
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  第５章        計画が対象とする事態                      

 

この計画においては、対象とする武力攻撃事態及び緊急対処事態として、府計画におい

て想定されている以下に掲げる事態（類型・事態例）を対象とし、海外では大都市におい

て大規模テロが多く発生していること、本市は人・もの・情報が集まる大都市圏の要所で

あることを踏まえ、特に、ゲリラ・特殊部隊による攻撃や緊急対処事態に留意するものと

する。 

なお、市域における事態の想定については、今後も、国、府からの情報等を踏まえ、関

係機関と連携して研究していく。 

 

１ 武力攻撃事態の類型 

武力攻撃とは、我が国に対する外部からの武力攻撃をいい、武力攻撃事態とは、武力

攻撃が発生した事態又は発生する明白な危険が切迫していると認められるに至った事態

をいう。また、武力攻撃予測事態とは、武力攻撃事態には至っていないが、事態が緊迫

し、武力攻撃が予測されるに至った事態をいう。 

武力攻撃事態の類型としては、次のとおりである。 

 

ⅰ 着上陸侵攻 

ⅱ ゲリラや特殊部隊による攻撃 

ⅲ 弾道ミサイル攻撃 

ⅳ 航空攻撃 

 

 

２ 緊急対処事態の事態例 

緊急対処事態とは、武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて多数の人を殺傷する行為が

発生した事態又は発生する明白な危険が切迫していると認められるに至った事態で、国

家として緊急に対処することが必要なものをいう。 

緊急対処事態の事態例としては、次のとおりである。 
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ⅰ 攻撃対象施設等による分類 

①危険性を内在する物質

を有する施設等に対する

攻撃が行われる事態 

・石油コンビナート、可燃性ガス貯蔵施設等の爆破 

・危険物積載船への攻撃 

②多数の人が集合する施

設、大量輸送機関等に対

する攻撃が行われる事態 

・大規模集客施設、ターミナル駅等の爆破 

・列車等の爆破 

ⅱ 攻撃手段による分類 

①多数の人を殺傷する特

性を有する物質等による

攻撃が行われる事態 

・ダーティボム等の爆発による放射能の拡散 

・炭疽菌等生物剤の航空機等による大量散布 

・地下街等におけるサリン等化学剤の大量散布 

・水源地に対する毒素等の混入 

②破壊の手段として交通

機関を用いた攻撃等が行

われる事態 

・航空機等による多数の死傷者を伴う自爆テロ 
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  第６章            緊急対処事態への対処                    

 

１ 基本的事項 

この計画が対象として想定する緊急対処事態については、前章２に掲げるとおりであ

る。 

緊急対処事態及び緊急対処保護措置に関しては、国民保護法第１７２条から１８２条

までの規定により、基本的な事項が定められているほか、第１８３条の規定により、武

力攻撃事態及び保護措置に関する規定が準用されることとなる。 

また、緊急対処事態は、武力攻撃事態等におけるゲリラや特殊部隊による攻撃等と類

似の事態が想定されるため、市は、緊急対処事態対策本部の設置や緊急対処保護措置の

実施などの緊急対処事態への対処については、警報の伝達及び通知を除き、武力攻撃事

態等への対処に準じて行う。 

 

２ 緊急対処事態対策本部 

市は、国の緊急対処事態対処方針が定められ、国から緊急対処事態対策本部を設置す

べき市の指定の通知を受けたときは、市緊急対処事態対策本部を設置し、自ら緊急対処

保護措置を的確かつ迅速に実施するとともに、市域において関係機関の実施する緊急対

処保護措置を総合的に推進する。 

 

３ 緊急対処保護措置の実施 

○ 緊急対処事態における緊急対処保護措置については、本計画第２編以下に定める武

力攻撃事態等における保護措置に準じて実施するものとし、その際の主な用語の読み

替えは、次表のとおりとする。 

 

 

武力攻撃事態 緊急対処事態 

（国民）保護措置 緊急対処保護措置 

武力攻撃災害 緊急対処事態における災害 

（国民保護）対策本部(長) 緊急対処事態対策本部(長) 

武力攻撃 緊急対処事態における攻撃 

対処基本方針 緊急対処事態対処方針 
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○ 緊急対処事態においては、国の対策本部長により、攻撃の被害又はその影響の及ぶ

範囲を勘案して、警報の伝達・通知の対象となる地域の範囲が決定されることを踏ま

え、市長は、府知事から警報の通知を受けたときは、直ちに、その内容を対象となる

地域の住民及び関係のある公私の団体（赤十字奉仕団等）に伝達するとともに、市の

他の執行機関（教育委員会等）及びその他の関係機関（大阪市立大学等）に対し通知

する。 

緊急対処事態における警報の伝達、通知、解除等については、上記によるほか、本

計画第２編第２章に定める警報に準じて、これを行う。 
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第２編 武力攻撃事態等への対処 

 

  第１章              実施体制の確立                           

 

第１節 市の実施体制 

 

○ 多数の死傷者や建造物の破壊等の事案の発生後、国において直ちに事態等の認定がな

され、国から国民保護対策本部を設置すべき地方公共団体の指定の通知を受けたときは、

市は、直ちに市国民保護対策本部（以下「市対策本部」という。）・区国民保護対策本

部（以下「区対策本部」という。）を設置する。 

○ 事案の発生後、その事案の原因が不明であることなどから、国において直ちに事態等

の認定がない場合は、市危機事態連絡調整会議を設置し、収集された情報の分析・検討

等を行い、事案の態様に応じて、市災害対策（緊急）本部・区災害対策（緊急）本部、

又は市危機事態対策本部を設置する。 

上記の本部を設置した後に、国から国民保護対策本部を設置すべき地方公共団体の指

定の通知があった場合は、上記の本部を廃止し、直ちに市対策本部・区対策本部を設置

する。 

 

 

 

第２節 国民保護対策本部等 

 

１ 市対策本部 

○ 市長は、市対策本部を本庁舎内に設置する。 

市対策本部に部を置き、部の事務を分担させるために部に班を置く。 

   市長は、市対策本部長として、市対策本部の事務を総括する。 

○ 市対策本部長は、市域における保護措置を総合的に推進するため、次の権限を適切

に行使し、保護措置を的確かつ迅速に実施する。 

   ① 市域の保護措置に関する総合調整 

   ② 府対策本部長に対する総合調整の要請 

   ③ 府対策本部長に対する情報提供の求め 

   ④ 関係機関に対する保護措置に係る実施状況の報告又は資料の求め 
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   ⑤ 市教育委員会に対する措置の実施の求め 

○ 市長は、国から対策本部を設置すべき地方公共団体の指定の解除の通知を受けたと

きは、市対策本部を廃止する。 

 

２ 区対策本部 

○ 区長は、区対策本部を区役所内に設置する。 

区対策本部の事務を分掌させるために、区対策本部に班を置く。 

   区長は、市対策本部長の命を受け、区対策本部の事務を総括し、区対策本部の職員

を指揮監督する。 

○ 区長は、市対策本部が廃止されたときは、区対策本部を廃止する。 

 

３ 現地調整所 

  市対策本部長は、被災現地における関係機関の活動を円滑に調整する必要があると認

めるときは、地域の安全性を確認したうえで、現地の活動上の便宜から最も適した場所

に、現地調整所を設置し、関係機関との情報共有及び活動調整を行う。 

 

 

 

第３節 動員 

 

１ 動員基準 

  市対策本部長は、国において事態等の認定がなされた場合には、この計画に定める動

員基準に基づき、職員の安全確保に配慮したうえで、職員の動員配備を行う。 

 

２ 動員の指令 

  動員の指令は、市長の命を受け総務局長が危機管理監の意見を聞いて、各所属長あて

発する。 

 

３ 勤務時間外における参集 

  指令を受けた所属員は、指定された場所に参集する。 

 

４ 動員の報告 
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  各所属長は、参集状況を総務局長に報告する。 

 

５ 応援職員の動員 

  各部長並びに各区対策本部長は、職員が不足し他部等の職員の応援を必要とするとき

は、総務部長に要請する。 

  総務部長は、上記の要請があった場合、関係部長と協議のうえ他の部及び他の区対策

本部の職員を派遣することができる。 

 

 

 

   第４節 関係機関等との連携協力の確保 

 

市は、国、府、他の市町村、指定（地方）公共機関等と相互に連携協力し、保護措置を

実施する。 

 

１ 国・府の対策本部との連携 

市は、府の対策本部及び府を通じ国の対策本部と、各種の調整や情報共有を行う。 

また、市は、国・府の現地対策本部が設置された場合は、当該本部と緊密な連携を図

る。 

 

２  府に対する措置要請等 

市長等は、保護措置を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、府知

事等に対し、その所掌事務に係る保護措置の実施に関し必要な要請を行い、必要に応じ

て、指定（地方）行政機関の長への要請を行うよう求める。 

 

３  自衛隊の部隊等の派遣の要請の求め等 

市長は、保護措置を円滑に実施するため特に必要があると認めるときは、府知事に対

し、自衛隊の部隊等の派遣（国民保護等派遣）を防衛庁長官に要請するよう求める。 

ただし、通信の途絶等により上記の求めができない場合は、防衛庁長官に連絡する。 

 

４ 指定（地方）公共機関に対する措置要請 

市長等は、保護措置を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、関係
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する指定（地方）公共機関に対し、その業務に係る保護措置の実施に関し必要な要請を

行う。 

 

５  他の市町村長等に対する応援の要求、事務の委託 

○ 市長等は、保護措置を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、他

の市町村長等に対して応援を求める。その際、あらかじめ締結された相互応援協定等

があるときは、当該協定等に基づき応援を求める。 

○ 市長等は、保護措置を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、府

知事等に対して応援を求める。 

○ 市が、保護措置の実施のため、その事務又は市長等の事務の一部を他の地方公共団

体に委託するときは、委託事務の範囲、管理・執行の方法、経費の支弁の方法などを

明らかにして委託を行う。 

 

６  指定（地方）行政機関の長等に対する職員の派遣要請 

市長等は、保護措置の実施のため必要があるときは、指定（地方）行政機関の長又は

特定指定公共機関（指定公共機関である特定独立行政法人及び日本郵政公社をいう。）

に対し、当該機関の職員の派遣の要請を行う。また、必要があるときは、地方自治法の

規定に基づき、他の地方公共団体に対し、当該地方公共団体の職員の派遣を求める。 

 

７  市の行う応援等 

○ 市長等は、他の市町村長等から応援の求めがあった場合には、正当な理由のある場

合を除き、必要な応援を行う。 

○ 市は、指定（地方）公共機関の行う保護措置の実施について労務、施設、設備又は

物資の確保についての応援を求められた場合には、正当な理由のある場合を除き、必

要な応援を行う。 

 

８  市民の自発的な協力との連携 

市長等は、市民から自発的な協力の申し入れがあり、安全の確保が十分であると判断

した場合は、相互に協力し、受入体制の確保等に努め、市民が円滑に活動できるよう適

切に対処する。 
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 第２章         住民の避難               

 

第１節 警報及び緊急通報 

 

１ 警報 

○ 国の対策本部長（内閣総理大臣）が警報を発令し、府知事から警報の通知を受けた

ときは、市長は、直ちに、その内容を市民及び関係のある公私の団体（赤十字奉仕団

等）に伝達するとともに、市の他の執行機関（教育委員会等）、その他の関係機関（大

阪市立大学等）に通知する。 

○ 伝達にあたっては、必要に応じて、同報無線のほか、ヘリコプター、車、自転車、

携帯拡声器、インターネット等、利用可能な手段を活用し、警報を伝達する。また、

赤十字奉仕団（地域振興会）、自主防災組織等の自発的な協力を得るなどにより、各

世帯等に警報の内容を伝達する。 

○ 警報の内容の伝達においては、特に、高齢者、障害者、外国人等災害時要援護者に

配慮して、迅速に伝達する。 

 

２ 緊急通報 

武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、府知事が武

力攻撃災害緊急通報（以下「緊急通報」という。）を発令し、その通知を受けたときは、

市長は、警報の場合と同様に、直ちに、その内容を市民及び関係のある公私の団体に伝

達するとともに、市の他の執行機関、その他の関係機関に通知する。 

 

 

 

第２節 避難の指示・退避の指示 

 

１ 避難の指示 

 国の対策本部長が「避難措置の指示」を行い、府知事から「避難の指示」の通知を

受けたときは、市長は、警報の伝達に準じて、できる限り速やかに、その内容を、市

民及び関係のある公私の団体へ伝達する。  

 

２ 退避の指示 
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  市長は、武力攻撃災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、市民の生

命、身体若しくは財産を保護し、又は武力攻撃災害の拡大を防止するため特に必要があ

ると認めるときは、必要と認める地域の住民に対し、目前の危険を一時的に避けるため

武力攻撃災害の及ばない地域又は場所（屋内を含む。）に逃げるよう、退避の指示を行う。 

 

 

 

第３節 避難誘導 

 

１ 避難誘導 

○ 市長は、府知事から避難の指示があったときは、関係機関の意見を聴いて、直ちに、

避難実施要領を定め、その内容を市民及び関係のある公私の団体に伝達するとともに、

関係機関に通知する。 

○ 市長は、避難実施要領で定めるところにより、市の職員を指揮し、避難住民の誘導

を行う。 

 

２ 避難実施要領の作成 

○ 市長は、府知事から避難の指示の通知を受けたときは、あらかじめ作成しておいた

避難実施要領のパターンの中から、関係機関の意見を聴いて、最も適切なパターンを

選ぶなどして、直ちに避難実施要領を作成する。 

○ 市長は、避難実施要領を定めたときは、インターネットなどを活用するほか、赤十

字奉仕団、自主防災組織等の自発的な協力を得て、市民及び関係のある公私の団体に

伝達する。また、関係機関に通知するとともに、報道機関に対して、避難実施要領の

内容を提供する。 

 

３ 避難住民の誘導 

○ 市は、避難住民の誘導にあたって、関係機関等と連携し、赤十字奉仕団、自主防災

組織等の自発的な協力を得て、組織ごとに避難所等に誘導する。 

○ 避難誘導にあたっては、高齢者、障害者、乳幼児、病弱者、妊産婦等を優先する。 

○ 市は、武力攻撃事態等の推移、武力攻撃災害の発生状況などの情報を、現場で誘導

を指揮する者に随時提供するなどして、避難住民及び現場で誘導を行う者の安全を確

保する。 
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  第３章             避難住民等の救援                         

 

第１節 救援の実施 

 

１ 救援の実施 

○ 市長は、国の対策本部長から府知事を経由して救援の指示の通知を受けたときは、

救援を必要としている避難住民等に対し、関係機関の協力を得て、次に掲げる措置を

行う。 

① 収容施設（応急仮設住宅を含む。）の供与 

② 炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 

③ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 

④ 医療の提供及び助産 

⑤ 被災者の捜索及び救出 

⑥ 埋葬及び火葬 

⑦ 電話その他の通信設備の提供 

⑧ 武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理 

⑨ 学用品の給与 

⑩ 死体の捜索及び処理 

⑪ 武力攻撃災害によって住居又はその周辺に運び込まれた土石、竹木等で、日常

生活に著しい支障を及ぼしているものの除去 

○ 救援の実施にあたっては、高齢者、障害者、乳幼児、病弱者、妊産婦等に対し適切

に救援が実施できるよう、十分配慮する。 

○ 市は、救援を実施するために必要があると認めるときは、府、他の市町村、日本赤

十字社大阪府支部、運送事業者である指定（地方）公共機関と密接に連携し、救援の

措置を実施する。 

 

２  救援の内容 

市長は、国（厚生労働省）の定める「武力攻撃事態等における国民の保護のための

措置に関する法律による救援の程度及び方法の基準」の内容に基づき救援の措置を行

う。 
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第２節 安否情報の収集・提供 

 

１ 安否情報の収集 

市長は、避難施設若しくは医療機関に収容された避難住民及び武力攻撃災害により死

亡し又は負傷した市民の安否情報を収集する。安否情報の収集にあたっては、収集に係

る者の意思やプライバシーを尊重するとともに、個人情報の保護に十分留意する。 

 

２ 府知事に対する安否情報の報告 

市長は、収集・整理した安否情報を、府知事に対し報告する。 

 

３ 安否情報の提供 

市長は、安否情報の照会があったときは、照会に係る者の意思やプライバシーを尊重

するとともに、個人情報の保護に十分留意し、速やかに回答する。また、照会に係る者

の同意を得ることが困難である場合にあっても、公益上特に必要があると認めるときは、

回答する。 

 

４ 日本赤十字社に対する協力 

市長は、保有する安否情報のうち、外国人に関するものを収集・整理、回答すること

とされている日本赤十字社から協力依頼があったときは、安否情報の提供など必要な協

力を行う。その場合においても、個人情報の保護等に十分留意する。 
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  第４章            武力攻撃災害への対処                       

 

第１節 市の役割 

 

○ 市は、市域に係る武力攻撃災害を防除及び軽減するため、国及び府等の関係機関と

協力して、武力攻撃災害への対処に関する必要な措置を講ずる。 

○ 市長は、武力攻撃災害への対処に関する措置を講ずる場合において、武力攻撃によ

り多数の死者が発生した場合や、放射性物質や危険物質等による災害が発生し、保護

措置を講ずるため高度な専門知識、訓練を受けた人員、特殊な装備等が必要となる場

合など、自ら武力攻撃災害を防除及び軽減することが困難であると認めるときは、府

知事に対し、国の対策本部長に必要な措置の実施を要請するよう求める。 

○ 消防は、その施設及び人員を活用して、市民の生命、身体及び財産を武力攻撃によ

る火災から保護するとともに、武力攻撃災害を防除し、及び軽減する。 

 

 

 

第２節 応急措置等の実施 

 

市は、武力攻撃事態が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、緊急の

必要があると認めるときは、他の機関との連携のもと、自らの判断に基づき、退避の指示、

警戒区域の設定、消火・救助・救急活動など、応急措置等を実施する。 

この場合、市は、武力攻撃災害への対処措置に従事する職員について、必要な情報の提

供や防護服の着用等、安全の確保のための措置を講ずる。 

 

１ 緊急通報（前掲 P18） 

 

２ 退避の指示（前掲 P18） 

 

３ 警戒区域の設定 

  市長は、武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、市

民からの通報内容、関係機関からの情報提供や助言等から判断して、市民の生命又は身

体に対する危険を防止するため特に必要があると認めるときは、警戒区域の設定を行う。 
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４ 消火・救助・救急活動 

市は、府、府警察及び海上保安監部などと相互に連携を図りつつ、安全の確保に十分

留意したうえで、迅速かつ的確に、消火・救助・救急活動を実施する。 

 

 

 

第３節 生活関連等施設の安全確保 

 

１ 生活関連等施設の安全確保 

○ 生活関連等施設とは、国民保護法第１０２条第１項の規定に定める、次のいずれか

に該当する施設で政令で定めるものをいう。 

ⅰ 国民生活に関連を有する施設で、その安全を確保しなければ国民生活に著しい支

障を及ぼすおそれがあると認められるもの 

ⅱ その安全を確保しなければ周辺の地域に著しい被害を生じさせるおそれがあると

認められる施設 

 

○ 市は、市対策本部を設置した場合においては、市域に所在する生活関連等施設の安

全に関する情報、各施設における対応状況等の必要な情報を府などから収集する。 

○ 市は、生活関連等施設の管理者から支援の求めがあったときは、指導、助言、連絡

体制の強化、資機材の提供、職員の派遣など、可能な限り必要な支援を行う。また、

自ら必要があると認めるときも、同様とする。 

○ 市長は、市が管理する生活関連等施設について、当該施設の管理者としての立場か

ら、警備の強化その他施設の安全確保のために必要な措置を行う。 

 

２ 危険物質等に係る武力攻撃災害の発生の防止 

市長は、武力攻撃事態等において、危険物質等に係る武力攻撃災害の発生を防止す

るため必要があると認めるときは、当該危険物質等の取扱者に対し、警備の強化を求

めるほか、緊急の必要があると認めるときは、政令で定められた武力攻撃災害発生防

止のための必要な措置を講ずべきことを命ずる。 

 

３ 石油コンビナート等に係る災害への対処 
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石油コンビナート等特別防災区域（大阪北港）に係る武力攻撃災害への対処について

は、石油コンビナート等災害防止法の規定が適用されることから、府と連携して、同法

に定める措置を行うことを基本とし、あわせて生活関連等施設に関する措置及び危険物

質等の取扱所に関する措置を講ずる。 

 

 

 

第４節 ＮＢＣ攻撃による災害への対処 

 

市は、ＮＢＣ攻撃による汚染が生じた場合の対処について、国による基本的な方針を

踏まえた対応を行うことを基本としつつ、特に、対処の現場における初動的な応急措置

を、安全の確保に十分配慮したうえで、講ずる。 

 

 

 

第５節 保健福祉・衛生 

 

市は、避難先地域においては、常に良好な衛生状態を保つように努め、特に、高齢者、

障害者等災害時要援護者の心身双方の健康状態には特段の配慮を行うとともに、関係団体

等と協力し、必要な福祉サービスが継続的に実施できるよう努める。 

また、市は、保健医療関係者による巡回健康相談等を実施し、必要に応じ、健康相談等

窓口を設置する。 

 

１ 防疫活動 

市は、感染症法及び災害防疫実施要綱（厚生労働省）及び国民保護法第１２１条の規

定による特例に基づき、患者等の人権に配慮しながら、防疫活動を実施する。 

 

２ 食品衛生活動 

市は、食品衛生対策班を編成し、食品衛生活動を実施する。 

 

３ 飲料水衛生確保対策 

市は、避難先地域における感染症等の防止をするため、飲料水確保、飲料水の衛生確
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保のための措置及び飲料水に関して保健衛生上留意すべき事項等について、市民への情

報提供を実施する。 

 

４ 避難住民等の健康維持活動 

市は、避難住民等の健康状態、栄養状態を十分に把握するとともに、助言、加療等、

避難住民等の健康維持に必要な活動を実施する。 

 

５ 福祉サービスの提供 

  市は、被災した高齢者・障害者等に対して、被災状況やニーズの把握に努めるととも

に、関係団体と協力して、継続的に福祉サービスの提供を行う。 

 

６ 応援要請 

市は、防疫活動、食品衛生活動、健康維持活動及び福祉サービスの提供において、市

単独での対処が困難になった場合は、府及び他の市町村に応援を要請する。 

 

７ 動物の保護等に関する配慮 

市は、国（環境省・農林水産省）が示す「動物の保護等に関する配慮についての基本

的な考え方」を踏まえ、飼養等されていた家庭動物等の保護収容等、危険動物等の逸走

対策などに係る所要の措置を講ずるよう努める。 

 

 

 

第６節 廃棄物の処理 

 

市は、武力攻撃災害によって排出された廃棄物（ごみ、がれき等、し尿）の処理を適切

に行い、被災地域の環境整備を促進する。 

 

１ ごみの処理 

  市は、災害発生時、被災地域（安全な地域に限る。）におけるごみの収集処理に関する

調査を行い、作業計画を策定し、処理・処分を行う。その際、必要に応じて、府、他の

市町村等に応援を要請する。 
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２ がれき等の処理 

  市は、災害発生時、被災地域（安全な地域に限る。）におけるがれき等に関する情報収

集を行い、作業計画を策定し、処理・処分を行う。その際、必要に応じて、府、他の市

町村等に応援を要請する。 

 

３ し尿の処理 

  市は、災害発生時、被災地域（安全な地域に限る。）におけるし尿の収集処理に関す

る作業量を把握し、作業計画を策定したうえで、トイレの設置、し尿の収集、処理・処

分を行う。その際、必要に応じて、府、他の市町村等に応援を要請する。 

 

 

 

第７節 被災情報の収集・報告・公表 

 

１ 被災情報の収集 

○ 市長は、都市防災情報システム、電話、防災行政無線等その他の通信手段により、

武力攻撃災害が発生した日時及び場所又は地域、発生した武力攻撃災害の状況の概要、

人的及び物的被害の状況等の被災情報について収集する。 

○ 市長は、情報収集にあたっては消防機関、府警察、海上保安監部などとの連絡を密

にする。 

 

２ 被災情報の報告 

○ 市長は、自ら収集した被災情報の第一報については、消防庁が定める「火災・災害

等即報要領」に基づき、電話、ファクシミリにより直ちに府知事に報告する。 

○ 市長は、第一報を府知事に報告した後も、随時被災情報の収集に努めるとともに、

収集した情報について消防庁が定める様式に従い、電話、ファクシミリにより府知事

に報告する。 

 

３ 公表・情報提供 

市は、情報提供にあたっては、事態の推移、保護措置の実施状況等について、広報担当

を置くなどにより、正確かつ積極的な情報提供に努める。 

また、提供する情報の内容について、府に通知し、情報交換を行うよう努める。 
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 第５章        市民生活の安定              

 

１ 生活関連物資等の価格安定 

市長は、武力攻撃事態等において、国及び府と連携しつつ、生活関連物資等（食料、

被服、日用品、燃料、生産資材その他の市民生活との関連性が高い又は市民経済上重要

な物資若しくは役務）の価格の安定を図る。 

 

２ 避難住民等の生活安定等 

○ 市は、被災した児童・生徒等に対する教育に支障が生じないようにするため、避難

先での学習機会の確保、教科書の供給、授業料の減免、奨学金の貸付、被災による生

活困窮家庭の児童・生徒に対する就学援助等を行うとともに、避難住民等が被災地に

復帰する際の必要に応じた学校施設等の応急復旧など、関係機関と連携し、適切な措

置を講ずる。 

○ 市は、避難住民等の負担軽減のため、法律及び条例の定めるところにより、市税に

関する申告、申請及び請求等の書類の提出、納付または納入に関する期間の延期並び

に市税（延滞金を含む。）の徴収猶予及び減免の措置を、災害の状況に応じて実施す

る。 

 

３ 生活基盤等の確保 

○ 市は、消毒その他衛生上の措置、被害状況に応じた送水停止等、武力攻撃事態等に

おいて水を安定的かつ適切に供給するために必要な措置を講ずる。 

○ 市は、河川管理施設、道路及び港湾等の管理者として、当該公共的施設を適切に管

理する。 
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                第３編 平素からの備え                

 

  第１章             組織・体制の整備                       

 

第１節  市における組織・体制の整備 

 

○ 市は、武力攻撃等が発生した場合において、事態の推移に応じて迅速に対応する必要

があるため、速やかに関係職員等に連絡が取れる２４時間即応可能な体制を確保する。 

○ 武力攻撃事態等の発生時に必要な職員が迅速に参集できるよう、所属長は、災害の状

況に応じた動員計画を定める。また、所属員に対し動員計画を周知するとともに、所属

員の住所録を整備し、速やかに動員体制がとれるようにする。 

○ 消防局等においては、市における参集基準等と別に、所属における初動体制を整備す

るとともに、職員の参集基準を定める。また、消防局は、大阪市消防局災害活動支援隊

の参集基準を定める。 

 

 

 

第２節 関係機関等との連携 

 

１ 連携体制の整備 

○ 市は、国、府、府警察、他の市町村、指定（地方）公共機関その他の関係機関等の

連絡先一覧を作成・更新する。 

○ 市は、相互に連携した対応が円滑に行えるよう、府、府警察、他の市町村、指定（地

方）公共機関その他関係機関等との意見交換・情報交換の場を設置する等により、関

係機関等との情報の共有化等を図る。 

○ 市は、武力攻撃事態等の発生時において、人的及び物的な相互応援が円滑に行える

よう、相互応援体制を整備する。 

消防局は、消防活動が円滑に行われるよう、他の市町村の消防本部との応援体制の

整備を図る。 

また、市は、保護措置の実施について、指定（地方）公共機関等の必要な協力等が

得られるよう、必要な連携体制の整備を図る。 



 - 29 -

 

２  自主防災組織等との連携 

市は、保護措置の実施にあたり、市民の自発的な協力を得られるよう、自主防災組織

等に対する普及啓発や活動支援を行い、その活性化の推進を図る。 

また、ボランティア関係団体等の理解・協力を得つつ、その連携方策について検討す

る。 

 

 

 

第３節 研修 

 

市は、保護措置の実施時において、措置従事者の適切な対応を確保するため、保護措置

の実施に必要な知識について、市職員に対する研修を実施する。 

研修にあたっては、必要に応じて有識者等を講師に招くとともに、国が作成するビデオ

教材やｅ-ラーニング等を活用する。 

また、市は、自治大学校や消防大学校、市町村職員中央研修所、府などの研修を有効に

活用し、職員の研修機会を確保する。 

 

 

 

第４節 情報収集・提供 

 

１ 情報収集・提供のための体制の整備 

市は、武力攻撃等の状況、保護措置の実施状況、被災情報、その他の情報等を収集及

び整理し、関係機関及び市民に対してこれらの情報の提供等を適時かつ適切に実施する

ための体制を整備する。 

また、保護措置の実施のために必要な情報の収集、蓄積及び更新に努めるとともに、

これらの情報が関係機関により円滑に利用されるよう、情報セキュリティ等に留意しな

がらデータベース化等に努める。 

 

２ 危機管理総合情報通信システムの整備 

市は、武力攻撃事態等における迅速な警報の伝達等に必要となる同報系その他の防災
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行政無線のデジタル化を推進するとともに、災害情報を電子化し、データと地図、画像

による全庁的な防災情報ネットワークシステムである都市防災情報システムとの融合を

図り、市民への情報伝達をより効果的に行うため、危機管理総合情報通信システムの構

築を進める。 

 

３ 非常通信体制の確保・整備 

市は、武力攻撃災害発生時においても情報の収集、提供を確実に行うため、情報伝達

ルートの多ルート化や停電等に備えて非常用電源の確保、災害時優先電話、衛生携帯電

話の確保を図るなど、情報収集、連絡体制の整備に努める。 

 

 

 

第５節 広報・啓発 

 

市は、国や府などの関係機関と連携しつつ、市民に対し、広報紙、テレビ、ラジオ、パ

ンフレット、インターネット等のさまざまな媒体を活用するとともに、さまざまな機会を

通じて保護措置の重要性などについて広報・啓発を行う。 

その際、点字や外国語を使用した広報媒体を使用するなどして、障害者、外国人等に配

慮する。 

 

 

 

第６節 訓練 

 

市は、単独、又は国、府をはじめ関係機関、他の市町村等と共同し、防災訓練との有機

的な連携に配慮しつつ、保護措置についての訓練を実施する。 

訓練の実施にあたっては、実践的に実施できるよう、実働訓練や図上訓練など訓練形態

を適切に選択しながら行うほか、市民の自発的な協力を得て、訓練を実施する。 

 

 

 

 



 - 31 -

第７節 備蓄等 

 

１ 市における物資及び資材の備蓄・整備 

○ 市は、住民の避難や避難住民等の救援に必要な物資及び資材のうち、保護措置のた

めの備蓄と防災のための備蓄とを相互に兼ねることができるものについては、地域防

災計画で定められている備蓄品目や備蓄基準等を踏まえて備蓄・整備し、適宜備蓄の

品目、備蓄量、備蓄場所、物資及び資材の供給要請先等の確実な把握、点検等を行う。

また、大量に備蓄することが困難な品目などについては、関係団体・企業の協力のも

と、事態発生時には優先的に調達できるよう、必要な体制の整備に努める。 

 

○ 化学防護服や放射線測定装置・除染器具等の資機材、安定ヨウ素剤や天然痘ワクチ

ン等の特殊な医薬品等については、国が必要に応じて備蓄・調達体制の整備等を行う

こととされていることから、市として、国等の整備状況の把握等に努める。 

 

２ 市が管理する施設及び設備の整備及び点検等 

○ 市は、保護措置の実施を念頭において、その管理する施設及び設備について、整備

し、又は点検する。 

○ 市は、その管理する上下水道施設等のライフライン施設について、自然災害に対す

る既存の予防措置を活用しつつ、系統の多重化、拠点の分散、代替施設の整備等によ

る代替性の確保に努める。 
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 第２章        避難・救援・災害対処                       

 

第１節  避難 

 

１ 基礎的資料の準備 

市は、迅速に避難住民の誘導を行うことができるよう、住宅地図、道路網のリスト、

避難施設のリスト、公共交通機関の輸送力のリスト等必要な基礎的資料を準備する。 

 

２ 警報の伝達・通知 

○ 市は、府知事から警報等の通知があった場合、市長が伝達・通知を行うことになる

関係のある公私の団体等関係機関の連絡先、連絡方法等について確認しておく。 

○ 市長は、警報の内容の伝達を的確かつ迅速に行うため、市の伝達体制や伝達手段に

ついて情報提供をするなど、府警察との協力体制を構築する。 

○ 市長は、きめ細かく警報の内容を伝達するため、赤十字奉仕団、自主防災組織等、

福祉・医療関係者、在阪領事館、外国語ＦＭ局等との協力体制を構築・拡充するなど

して、高齢者、障害者、外国人等に配慮した伝達ルートの確保に努める。 

○ 市は、府から警報の通知を受けたときに、府との役割分担のもと警報の伝達を行う

こととなる市内に所在する学校、病院、大規模集客施設その他の多数の者が利用する

施設について、連絡先、連絡方法を確認しておく。 

○ 国民保護に係るサイレン音について、国・府と連携して、訓練等のさまざまな機会

を活用して市民に周知を図る。また、警報の通知を受けた放送事業者である指定（地

方）公共機関は、速やかにその内容を放送するものとされていることから、市長は、

市民に対し、その旨を、あらかじめ周知する。 

○ 警報の伝達手段に関して、現在市が保有する伝達手段のほか、新たな伝達手段につ

いて検討する。 

 

３ 避難誘導 

○ 市長は、関係機関と緊密な意見交換を行い、複数の避難実施要領のパターンをあら

かじめ作成する。作成にあたっては、想定される事態を念頭に置き、避難先までの距

離、避難までの時間的余裕などを踏まえるとともに、高齢者、障害者、乳幼児、病弱

者、妊産婦、外国人等援護を要する者の避難方法、誘導方法等や、昼間人口の存在、

交通渋滞の発生状況などについて配慮して作成する。 
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○ 市は、高齢者、障害者その他自ら避難することが困難な在宅者の避難について、地

域で避難を支援する仕組みづくりに努める。 

○ 市は、相互の支援の在り方等について意見交換を行うなど、近隣市と緊密な連携を

確保する。 

 

４ 避難施設 

○ 市長は、区域の人口、防災のための避難所の指定状況など地域の実情を踏まえ、事

態類型・事態例を念頭に置きつつ、避難施設を指定する。 

○ 指定にあたっては、次の事項に留意する。 

① 避難所として、学校等の施設を指定するほか、公園、広場等の施設を指定するよ

う配慮する。 

② 一定の地域に偏ることのないよう、また、できるだけ多くの施設の確保に努める。 

③ 防災のための避難場所として指定している施設等は、原則として指定する。 

 

５ 運送の確保 

市は、府と連携して、府が保有する運送事業者の輸送力及び輸送施設に関する情報

を把握・共有する。 

 

 

 

第２節 救援 

 

１ 救援に関する基本的事項 

○ 市は、救援を実施する場合をかんがみて、関係医療機関のデータベース、備蓄物資

のリスト等の基本的資料を準備する。 

○ 市は、あらかじめ関係機関と調整を行い、救援に関する措置について円滑に実施で

きるよう、必要な事項を定めておく。 

 

２ 安否情報の収集・整理・提供 

○ 市は、安否情報を円滑に収集、整理、報告及び提供することができるよう、安否情

報の収集、整理及び提供の手順等をあらかじめ定め、必要な研修等を行う。 

○ 市は、安否情報の収集を円滑に行うため、医療機関、学校等、安否情報を保有し、
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収集に協力を求める可能性のある関係機関について、既存の資料等に基づいてあらか

じめ把握しておく。 

 

 

 

第３節  災害対処 

 

１ 被災情報の収集・連絡体制の整備 

市は、被災情報の収集、整理及び関係機関への連絡等を適時かつ適切に実施するため、

あらかじめ情報収集・連絡に当たる担当者を定めるとともに、必要な体制の整備を図る。 

 

２ 生活関連等施設の安全確保 

○ 市は、市域に所在する生活関連等施設について、府を通じて把握するとともに、府

との連絡体制を整備する。また、自らの管理に係る生活関連等施設の安全確保措置の

実施のあり方について定める。 

○ 市は、その管理に係る公共施設、公共交通機関等について、府警察等との連携を図

り、必要に応じ、警戒等の措置を実施する。 
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  第３章  赤十字標章等及び特殊標章等の交付及び管理                     

 

市は、ジュネーヴ諸条約及び第一追加議定書に規定する赤十字標章及び身分証明書（以

下「赤十字標章等」という。）並びに特殊標章及び身分証明書（以下「特殊標章等」とい

う。）を交付及び管理するため、これらの標章等の適切な交付及び管理に必要な事項につ

いて定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特殊標章（オレンジ色地に青の正三角形） 

赤十字標章（白地に赤十字） 
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          第４編  復旧等                   

 

  第１章               施設の応急復旧                          

 

第１節  基本的事項 

 

１  復旧のための体制・資機材の整備 

市は、所管する施設及び設備の被害状況の把握及び応急復旧を行うための体制及び資

機材を整備するよう努める。 

 

２  応急復旧の実施 

市は、安全の確保に配慮したうえで、武力攻撃災害発生後可能な限り速やかに、所管

する施設及び設備の緊急点検を実施するとともに、これらの被害状況等を把握し、被害

の拡大防止及び被災者の生活確保を最優先に応急復旧を行う。 

 

３ 通信手段の確保 

市は、保護措置を実施する上で必要な情報通信機器等に障害が生じたときは、予備機

への切り替えを行うとともに、安全の確保に配慮したうえで、速やかに応急復旧を行う。 

 

４ 府等に対する支援要請 

市は、自らの要員、資機材などで応急復旧できない場合は、必要に応じ、府知事に対

し、必要な人員や資機材の提供、技術的助言その他必要な措置の支援を求める。 

 

 

 

第２節 主要施設の応急復旧 

 

○ 市は、武力攻撃災害が発生した場合には、市が管理するライフライン施設について、

速やかに被害の状況を把握するとともに、被害の状況に応じて、応急の復旧のための措

置を講ずる。 

○ 市は、武力攻撃災害が発生した場合には、その管理する道路、鉄道施設及びその所有



 - 37 -

する港湾施設について、速やかに被害の状況を把握し、その状況を府に報告するととも

に、被害の状況に応じて、障害物の除去その他避難住民の運送等の輸送の確保に必要な

応急の復旧のための措置を講ずる。 
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  第２章            武力攻撃災害の復旧                         

 

第１節  国における所要の法制の整備 

 

市は、国が示す方針等に従って、府と連携し、市域の復旧を行う。 

 

 

 

第２節  所要の法制が整備されるまでの復旧 

 

○ 市は、武力攻撃災害により被災した地域の社会経済活動が低下する状況にかんがみ、

被災した地域、施設又は設備の復旧については、可能な限り迅速に行う。 

○ 市は、被災の状況、地域の特性、関係する公共的施設の管理者の意向等を勘案しつつ、

迅速な復旧を目指すとともに、必要があると判断するときは、地域の実情等を勘案して、

当面の復旧の方向を定める。 

○ 市は、復旧にあたって、その対象となる施設の被害の状況、市及び府が定めた当面の

復旧の方向等を考慮して実施する。 
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  第３章       保護措置に要した費用の支弁等                 

 

第１節 保護措置に要した費用の支弁、国への負担金の請求 

 

１ 国に対する負担金の請求方法 

保護措置の実施に要した費用で市が支弁したものについて、市は、国に対し負担金の

請求を行う。 

 

２ 関係書類の保管 

市は、武力攻撃事態等において、保護措置の実施に要する費用の支出に当たっては、

その支出額を証明する書類等を保管する。 

 

 

第２節 損失補償、実費弁償、損害補償及び損失補てん 

 

１ 損失補償 

市は、国民保護法に基づく土地等の一部使用等の行政処分を行った結果、通常生ずべ

き損失については、国民保護法施行令に定める手続等に従い、補償を行う。 

 

２ 実費弁償 

  市は、国民保護法に基づく要請又は指示に従って医療を行った医療関係者に対して、

国民保護法施行令で定める基準に従い、その実費を弁償する。 

 

３ 損害補償 

市は、保護措置の実施について援助を要請し、その要請を受けて協力をした者、並び

に、国民保護法に基づく要請又は指示に従って医療を行った医療関係者が、そのために

死傷したときは、国民保護法施行令に定める手続等に従い損害補償を行う。 

 

４ 総合調整及び指示に係る損失の補てん 

市は、府の対策本部長が総合調整を行い、又は避難住民の誘導に係る指示をした場合

において、当該総合調整又は指示に基づく措置の実施に当たって損失を受けたときは、

国民保護法施行令に定める手続に従い、府に対して損失の請求を行う。 
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  第４章      市民の権利利益の救済に係る手続等                 

 

第１節 市民の権利利益の迅速な救済 

 

市は、保護措置の実施に伴う損失補償、保護措置に係る不服申立て、又は訴訟その他の

市民の権利利益の救済に係る手続を迅速に処理するため、市民からの問い合わせに対応す

るための総合的な窓口を開設する。 

 

 

 

第２節 市民の権利利益に関する文書の保存 

 

市は、市民の権利利益の救済の手続に関連する文書を、市公文書管理規則等の定めると

ころにより、適切に保存する。また、市民の権利利益の救済を確実に行うため、文書を逸

失等することがないよう、安全な場所に確実に保管する等の配慮を行う。 
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